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好況期における市場価格・貨幣賃金率の変動と資本蓄積

浅　　利 一　　郎

1．はじめに

　本稿の課題は景気循環の好況期を対象として需

要供給関係と市揚価格の変動の分析を明示的に導

入し，好況期の資本蓄積の動態を考察することに

ある。従来の恐慌・産業循環論研究1）では，恐慌

に先行する好況期の資本蓄積の動態とそこに展開

する諸矛盾の累積を明らかにすることの重要性は

共通の認識になっているとしても，それらを需給

不一致や市揚価格の変動などとのかかわりで検討

する必要幽キ必ずしも共通のものとなってはい

ない。しかし近年，価値価格次元から起揚価格次

元に上向し，好況期の利潤率と帯揚価格の変動や

需給不一致の問題を考察する研究方向があること

も周知のことである2）。本稿もこうした研究方向

を追求する試みであるが，まず本稿における需給

関係の車馬視角を¢1べておこう。　　　　　♂

　需要供給の諸関係はすぐれて市揚の次元に属す

る問題であり，市揚メカニズムと市場価格形成の

問題である。それゆえにこそ需給関係を，それが

考察される基礎を明確にすることなく一般的に取

扱うならば，需要と供給の相互作用によってもた

らされる外観にとらわれ，野里メカニズムの「均

衡化」作用に需給関係の問題が簸小化されてしま

う。たとえば諸商品の需給不一致は「価格メカニ

ズム」によって支障なく調整されるから，諸商品

の需給関係や市揚価格の変動は恐慌・産業循環論

の考察対象にはなりえない乏する議論もあるが3），

これは市揚メカニズムの一面化である。こうした

　1）　恐慌・産業循環論研究の現状についての筆者の’

見解は拙稿［16］参照。

　2）　〈参考文献〉参照。これ，らの諸説の検討は紙数

の関係で別稿に譲る。

　3）　宇野弘蔵『恐慌論』岩波書店（1953年）はこう

した見解の代表的例である。

議論に対し，本稿は，好況期の資本蓄積の構造と

それに規定される超過需要の構造を基礎にすえて

需要供給関係の分析を試みるものである。好況期

の超過需要にたいしても市場メカニズムは作用し，

一時的にではあれ需要と供給を一致させる華甲価

格の水準が決まる。しかし帯揚メカ子ズム自体は

好況期の超過需要の構造を解消させるものではあ

りえず，形成された市場価格は更なる資本蓄積と

．超過需要を呼びおこす。つまり，好況期の資本蓄

積の構造とそれに規定された超過需要の構造は市・

場価格を上昇させるとともに，筆墨価格の上昇自

体は需給関係を逆に規定し，更なる超過需要を呼

びおこす。

　本稿はこうした好況期の再生産構造に規定され

た超過需要の構造と市場メカニズムを，2部門モ

デルと仮説的な骨揚価格方程式を設定することた

より説明し，それらを基礎に好況期の資本蓄積の

動態を考察する。

　　　　　2．超過需要の構造と市場価格

　景気循環の好況期は，市場では超過需要が支配

的であり，陸揚価格や利潤率の上昇が特徴である。

ここでは，好況期の超過需要の構造を生産財生産

部門と消費財生産部門の2部門モデルで捉え，そ

の構造のもとで作用する市場メカニズムを市場価・

格の形成の問題として考えう。この融合，市揚価

格の形成に関する市場価格方程式を仮説として設

定するが，重要なのばこの方程式を中心に捉えら

れる市揚価格，実現利潤率，，貨幣賃金率などの間

の諸関係である。これらの諸関係は第3節で考察

される好況期の資本蓄積の分析の基礎となる。

　以下の考察のために主な仮定と記号を明らかに

しておく。

　［仮定］
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　1．生産財生産部門（1部門）と消費財生産部門

（H部門）の2部門構成。生産財，消費財をそれ

ぞれ第1財，第2財とする。

　2．生産財は両部門で使用可能であり，労働は

同質労働に還元することができる。

　3．今期雇用された労働者は今期末に賃金を受

けとり，それを今期生産された消費財の購入にす

1べて支出する。

　4．資本家の個人消費の捨象。

　5．技術進歩，技術選択にかかわ’る問題の捨象。

　6．生産財は1期間で生産的消費される。固定

的生産財の捨象。

　なお以上の仮定は分析の単純化のためのそれで

あり，この他に展開のなかでいくつかの仮定が追

加されるが，それらは理論的仮定あるいは仮説を

構成する上での仮定である。

　［記号コ

　濁；生産量

　斑；生産手段，

、玩；雇用労働量：

　9＝瓦／埼；部門構成

　一P‘；第ゼ財の価格

　ω；貨幣賃金率

　偽＝蕩／瓦（一定）

　β¢＝五4瓦（一定）

　2・1超過需要の構造

　ここで検討されるべきことはいうまでもなく需

要供給一般ではなく，社会的総資本の再生産構造

に規定された需要供給関係である。今期（‘期）期

首に両部門には生産手段ズトックが物的表示でそ

れぞれ瓦‘，κ2‘存在する。以下，上ツキ添字は期

間をしめす。これを今期の生産編成といおう。好

況期を対象とする本稿では，各部門の資本家は生

産手段ストックを完全利用して生産をおこない，

期末に全生産物を市揚に供給すると仮定する（仮

定．7）。この場合，生産財，消費財の市揚への供

給はそれぞれ次のようにしめされる。’

　　　　　　濁ε＝酵、瓦‘，乃8＝α2K2‘　（1）

他方，生産財に対する需要は，両部門の生産手段

の補填需要と生産拡大のために蓄積需要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　131

孟‘，澱‘の生産のために消耗された生産手段はそ

れぞれ1ぴ，κ～であり，好況期においては生産財1

価格の水準にかかわらず補填されると考えると，

重要なのは蓄積需要である。．蓄積需要は新投資で

あるから資本家は投資資金を調達できる限りいず

れの生産部門にたいしても投資可能である。いま

第ブ番目の資本家の第ゼ部門に対する投資計画を

∠瓦ゴθ，その予想価格をp1！とすると，資本家ブ

はp1ゴβ（4瓦ノ十41ζ2，りの投資資金を調達しなけれ

，ばならない。蓄積需要を以上のように資金調達力

にうらづけられた新投資計画として捉え，あらた

めて，

　　　　　ρ、‘ΣゴP、，θ・∠殉；、ぢ＝1，2　　（2）

　　　　　　　　　　　　　ぶとおくと，生産財に対する需要供給は次のように

あらわされる。

　［供給］　　［補填需要］　　［蓄積需要］

　　濁‘…瓦彦＋κ2婁，　　エ）ユ‘＋D289

ここでは，－1‘，Kノが物的表示であるのに対しDJ

は貨幣額表示である。この表現では需要と供給は

比較できないので蓄積需要を投資計画の段階で捉

えると次のようになる。

　［供給］　　［補填需要］　　［蓄積需要］

　　渇‘…　（瓦‘十κ2‘）＋．Σ蛋Σゴ4砺‘

抽象的には［供給］嚢［需要］のいずれの引合も考え

られるが，本稿では超過需要のケースをとりあげ

ることに限定する。この揚合問題は，

　　　　渇‘＜（K1ε十濁‘）＋昂Σゴ∠及ノ　　（3）

のもとで，どのように市揚メカ．ニズムが作用し市

揚価格の水準が決まるかということである。この

問題にはいる前に消費財に関する需要供給をみて

おこう。消費財の供給は生産手段ストックの完全

利用を仮定して遊‘である。それに対する需要は

仮定3，4から今期雇用された労働者の消費需要で

ある。したがって消費財の需給関係は次のように

あらわされる。

　［供給］　　［消費需要］

　　厨…ω‘（L～十五2‘）

ここでも供給為εは物的表示であるのに対し労働

者の消費需要は貨幣額表示である。消費財に対す

る労働者の消費需要は，生産財に対する蓄積需要

とはちがって，支払い能力を考慮しなければ常に
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潜在的には超過需要状態にあるから，消費財に対

してこの意味での超過需要を主張しても市揚価格

の水準の決定にはほとんど意義をもちえない。そ

れゆえ消費財に対する労働者の消費需要は支払い

能力すなわち貨幣賃金総額において捉える他ない。

　各財あ生産者は価格に対し影響力をも馳ちえず，

市揚で決まる市揚価格で販売することができるだ

けであるとすれば（仮定．8），・ここでは消費財の超

過需要は原理的に考之ることはできない。それゆ

え，本稿でいう好況期の超過需要の構造とは（3）

の意味におけるそれに限定される。

　2・2市場価格：方程式

　今期末の市揚の需給関係が以上のように与えら
　　　　　　　　　リぼれているとき，どのように市揚メカニズムが作用

し，いかなる水準に市場価格は決まると老えられ

るか。　　　　　　　　・

　生産財市揚は（3）の意味で超過需要である。こ

うした需給関係のもとでは需要の側が供給に調整

されなければならない。資本家は投資計画を縮

小・放棄するふ投資資金を更に調達する。あるい

はそれらを同時に遂行する。しかし，こうした修

正が生産財価格の上昇のもとでおこなわれること

を考慮すると，後にみるように修正後の投資計画

をそれぞれ全体で∠1ζ乞’として当初の計画∠K¢θ

とくらべて∠K1’／∠。κ2’＜∠瓦θ／∠κ26にはならない

と老えられる。投資計画を修正させる要因は生産

財価格の上昇であり，これは資本家をして1部

門利潤率の上昇を期待させるにしてもH部門利

潤率の上昇を期待させえないからである。ここで

は，投資計画の修正は当初の蓄積需要額を不変と

して当初の投資計画の比率を維持したままで縮小．

されるとしよう（仮定．9）。すなわち，修正過程を

もっとも控えめに見て∠瓦’／∠κ2’＝∠瓦8μ鳥6と

する。このような修正の結果，直言で需給が一致

する市場価格の水準が形成され，取引がおこなわ

れる。すなわち，その点点価格水準をP1‘として，

　　　P1ホ孟』P1‘（1ζiε十）ζ2‘）十Dエ‘十エ）』8　（4）4）

である。（4）鉢（3）の意味における超過需要状態を

して需給を一時的にであれ一致せしめる生産財の

　　4）　（4）にしめされ，る価格水準の決定は・高須賀［7］

　に定式化されたものと基本的に同一である6

Vo1．34　Ng．2

市揚価格水準を決定する方程式である。（4）をこ

のように位置づける根拠は，超過需要のもとで作

用する二二メカニズムと投資計画の修正過程の存

在であるから，たとえば超過供給状態における価

格の決定式と位置づけることはもちろんできない。

修正過程をとおして1）～が与えられると生産財の

三二価格は，（4）から次の水準に形成される。

　　　　　　　　　　1）1‘十z）2‘
　　　　　　　P1‘＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
　　　　　　　　　＆一KILκ2‘

　次に消費財市揚では，今期はじめに契約された

貨幣賃金率と雇用労働量が消費需要額を与えるの

で，市町メカニズムは今期末の消費財の供給に対

する消費需要が市揚においてそれに等しい供給額

になるように消費財の市場価格水準を調整する。

すなわち，

　　　　　　P2‘2珍ε＝ω8（一乙1‘十エン2‘）　　　　、　（6）

　　　　　　P2ε＝ωε（1ンェε十五2‘）／－2‘　　　　・（7）

　（7）は今期の生産編成においてω‘が与えられた

ときの消費財の市揚価格を決定する方程式である。

またそれは同時に，仮定3，4のもとでは，実質賃

金率ωヲーP2‘が今期の生産編成において与えられ

るこども意味する。すなわち（7）より

　　　　　　ω‘／P，‘ニα・／（β、9‘＋β，）　　（7）’

　（5），（7）は今期の生産編成とそれに規定された

需給関係のもとで，市揚におげる超過需要状態を

一時的に需給一致せしめる生産財および消費財の

市揚価格水準の決定方程式である。

　2・3圏成長率・実現利潤率・貨幣賃金率

　好況期の超過需要のもとで市揚価；格が（5），（7）

で決まるとすると，成長率や実現利潤率がどのよ

うになるか検討しておこう。

　（i）　成長率と部門構成

　今期の部門構成は9‘＝K1‘依2‘である。これは

今期の生産編成をあらわす指標の1つである。（5）

のもとで生産財の売買がおこなわれるとすれば，

P轟P18の生産財が資本家に．より購入され，それ

は次期期首の生産手段ストックの追加を形成する。

それゆえ斑の成長率をσ6として，

　　　　碑＝（1ぴ十一D～’Pユり凶8；ゼ＝1，2　（8）

これを（4）に代入すると

　　　　　　　　　　　　じ　　　　　　　・α19虚＝ら～‘σ～十θ〔28　　　　　　（9）

3

つ

。

6
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ここで，α1の定義より純生産可能であるために

寵磁離議畿調紺饗窪
手段－1‘一K1‘一埼ε＞0が存在しなければならな

いから次の条件をみたしている。

　　　　　　　　　1／9‘＜α一1　’　・（10）

瓦の成長率を規定するのは蓄積需要の構成〆

＝．D1ヲ1）2‘である。すなわち，余剰生産手段は〆

の比率で分割され各生産部門に投資される。この

ことは（8）に（5）を代入し整理すると次のようにな

ることによってもしめされる。

　　　　　　傷熱』：1：：：

ただし，ガ＝α一1－1／¢であり（10）より正であ

る。次期期首の部門構成は定義により次式でしめ

され，る。

　　　　　　　98＋1＝¢・σ1ε／（穿2‘　　　（12）

　（ii）　実現利潤率と貨幣賃金率

　今期の実現利潤率丑1εを今期の市場価格で評価

すると仮定3．より次のように定義できる。

　　E～＝（P！義‘一ω8五～）／P、ホκ～；ゼ＝1，2（13）

（13）は定義式でありそれ自体としては一般的関係

だから期間をしめす添字をとって整理すると次式

である。

仁1磁錐：：：：：

　これを（．P1／（わ，．P2／ω）空間に等利潤率線として描

くと第1図である。縦軸に平行にひかれた直線群

は瓦の等利潤率線であり，薄墨（β1／（α一1），0）

を通る直線ん1’は瓦二1のときの等利潤率線で

ある。瓦の等利潤率線は右に移るほど大きい瓦

の水準をもつ。鳥の等利潤率線は点B（0，β2／α2）

を通る直線群でしめされる。た・とえば直線BB’を

E2＝1の等利潤率線とすると，この直線上のすべ

ての組合せでE2＝1である。斑の等利潤率線は

その傾きが大きいほどE2の高い水準をもつ。こ

の図から，両部門の扇が同時に城＞1であるた

　　　　　　　　第1図

舎　（・1－1）

o

湾F ／ ／

ノ

／ （R2＝1）

W’

一　　　一　　　　　　　｝　　　一　　　　　一

　仁： ρ

c

β

ハ
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旦
ω

めには，（P1／ω，ア2／ω）の組合せが直線朋’の右か

つ直線．8B’の上の範囲になければならないこと

がわかる。したがって

　　　　些〉　　βエ　　かっ｛≧＞1一．塁＋逸

　　　　ωα1－1　ωα2ωα2
こ口より

　　号〉為かつ砦〉毒・為＋農（・4）・

　（14）はマルクスの意味で搾取が存在することを

しめす周知の剰余条件である5）。す’なわち，生産

財，消費財を生産条件から投下労働で評価してそ

の価値を21，え2とおくと，次の価値方程式をうる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　α・λ・＝λ・＋β・

　　　　　　　　　α・λ・＝2汁β・

これよりλ重をもとめ（14）に代入すると，

　　　・一十）〉・一一欄〉・（・5）

となり，馬＞1が同時に成りたつためには，各財

であらわした実質賃金率は剰余条件（15）をみたし

ていなけれ，ばならない。

　以上は（13・1），（13・2）に関す．る一般的な関係で

あって我々の体系に特殊的な関係ではない。我々

の体系では，．P1，　P2，ωは下記価；格方程式（5），（7）

によりそれらの間の関係が規定される。これまで

貨幣賃金率について特にふれることはなかったが，

考察がここに至れば，我々の体系にとってωは

決定的な変数の1つであるということがわかる。

　5）　置塩［2］第1章参照。



134 経　　済　　研　　相

すなわちたとえば，ωの上昇は一P1／ω，　P2／ωを比例

的に変化「させるものではなく，（7）よりP2／ωを一

定に保つよケにP2を変化させるが，（5）にしめさ

れるようにP1に直接影響を与えない。第1図で

いえば，当初，点エ）に（P1／ω，．P2／ω）があったとし

てωの上昇は，点．Z）から：左へ水平にそれを移動

させ，その結果，瓦の低下と脇の上昇をもたら

す。（12）に（5）．，（7）を代入して

　　　1～∫＝＝α三一∠匡‘・ω8ゐ1ヲ（エ）～十D2‘）　（16・1）　　｛
　　　1～2‘＝9‘丑‘・ω‘五1ε／（エ）1‘十エ）2‘）　　　（16・2）

これより，∂E1／∂ω＜o，∂E2／∂め＞o，　また，∂E1／

∂1）♪o，∂E2／∂エ）Koである6）。

　（iii）成長率と実現利潤率

　（i6・1），（16・2）よ　り，

　　　　　　　α、9』σR、‘一トR2‘　　（17）

また（9）と（17）から1，

　　　　α、σ＝9‘E、8＋R2‘＝98σ、‘＋θノ（18）

（18）の実体的基礎は以下である。（5），（7）で決ま

る市揚価格水準で取引が完了すると，両部門の利

潤量瓦の合計は，

　　　17、‘＋π2』（P、‘渇δ一P1‘瓦Lω‘五、‘）

　　　　　　　　＋（P2％LP、鴇しω‘五2ε）

であり，（4），（6）を考慮すると，

　　　　　　刀㌦‘十1τ28＝1）1ε十エ）2‘．　　　　　（19）．

となう。（19）をP1δK2‘でわって整理すると（18）

がえられる。（19）はケインズの「寡婦の壷g）理論」

のごとく投資量が利潤量を規定するかのようにあ

らわれるが，需要と供給の一致をあらかじめ前提

にしていない我々の体系では，第1に，余剰生産

手段がすでに市揚に供給されていること，第2に，

（15）の意味で搾取が存在する価格関係で取引がお

こなわれているという限りで，（19＞が事後的に成

立しているということである。ところで，（9）又

は（17）を図示すると第2．図の直線孟Bとなる。点

且は（0，α1）であり点Bは98が大きければ大きい

ほど原点から遠ざかる。σ1‘とσ2‘又はEエ‘とE2‘

　　　　　　　　　　のは互いに独立してはいない。今期の生産編成のも

とでσ～を規定するのは〆であり，Eノを規定す

．（R1）G

0

第2図

6）　以上のことは，実物体系と価格体系の不可分性
をしめしている。なおこの点に．関して高須賀［7］p。76

も参照。

VQ1．34　No．2

B
噛G2

（R2）

るのは，（16）よりエ）ノとω‘である。したがって

たとえば，PJが与えられσ～が第2図の点。に．

あったとしても，瓦‘が点0にあるとは限らない。

この二合，珂を規定するのは♂の水準である，

斑と噺は互いに次の関係にある。すなわち，

　　　　　　　P、虚K2虚＋D2唾♂五、診　　（20）

に応じて，σ1儀E1‘，σ2‘…姜R♂となる7）・81。（20）

においてP1ε鰯‘はH部門における補填需要，　D28

は主体を無視すれば■部門への新投資のための

蓄積需要であり，ω‘L1‘は今期1部門で雇用され

た労働者の消費財の需要額である。そこで（P1εKノ．

十エ）のをH部門から1部門への購入というなら
ば，． 薄蜉ﾔの取引額の大小によってσノ蓬R1‘，σ2‘

葦Eノである。

　以上をまとめると次のようになる。今期の生産

編成と契約貨幣賃金率ω‘のもとで生産がおこな

われ，今期末市場が（3）の意味における超過需要

状態にあり市揚メカニズムの作用の結果，0ノが．

与えられると（5），（7）により市揚価格P、‘，一P2‘が

決定される。ω‘と市揚価格に対し（13）で実現利潤

率E∴E2βが決糞る。成長率θノは（11）によって

しめされ，次期期首の生産編成瓦‘＋1，1彰＋1が与

えられる。以上の体系で諸変数を規定するのは，

Dノ，♂の水準である。それゆえ，たとえばωを

一定としてD～を前期実現利潤率の関数であると

　　　　　　　　　　ヨ
　7）高須賀［7］はζの点を「資本移動」の問題と，し

て位置づけている，同PP・79－90参照。
　8）　拙稿［15］は（20）で等号が成立するケースをと

りあげ，（20）を相対価格Pエ／P2の関係を規定する式

と．位置づけ資本蓄積を考察したものである。その限り

では本稿の特殊ケースをなす。

『珊「

陰

。

●
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いうような蓄積需要関数又は投資関数を設定すれ

ば，連立墨差方程式体系として資本蓄積の動学体

系を構成することもできる。しかし，我々はここ

ではこうした構成はとらない。その理由は投資関

数設定の困難さなどいくつかあるが，最大の理由

は，我々の体系が超過需要の構造と市揚メカニズ

ムの作用を前提にした市場価格方程式（5），（7）を

中心においていることにある。すなわち，投資関

数を設定して資本蓄積の不安定性の条件等をもと

めても，たとえば下方への均衡点からの乖離や不

均衡の累積は，超過需要のもとでのそれとなって

しまい経済学的にはそれほど興味あるものではな

い。ここでは，ω‘とD‘が我々の体系の諸変数の

運動を規定するζとを確認すうにとどめ，聖節で

は好況期の資本蓄積の進展にともな、う1）¢‘とω‘

の運動を考慮にいれて，好況期の資本蓄積の動態

を考察する。

3．好況期の資本蓄積の動態

　　3・1　ωと1）

　　ω‘は我々の体系では孟期期首に契約され，そ

　の水準は（16・1），（16・2）より、D¢‘が与えられてい’

　れば実現利潤率を規定する主要な要因である。労

　発源揚で決定されるωの好況期における運動を

　第1次近似として次のように想定する。す’なわち，

　好況前期には，労働市揚はそれほど逼迫しておら

　ず，資本家は必要なだけ労働を雇用できるが，貨

　幣賃金率は景気回復・拡大局面にはいっているた

　め低下することはなくしばらくの間は一定である。

　あるいは貨幣賃金率の水準が一定である期間を好

　況前期とする。経済の拡大はいずれ失業率を低下

　させていき，貨幣賃金率を上昇させる局面にはい
、

　弓。生産過程でも熟練労働の不足などにともなう

　労働生産性の低下が生じ，この労働生産性の低下

　は固定的技術係数を用いる我々の体系では貨幣賃

　金率の上昇に反映される。我々は貨幣賃金率の上

　昇でもって好況後期を特徴づける。

　　次に，我々の体系で信瓦の水準はP1，σ乞，島

　を規定する外生変数である。個別資本の蓄積需要，

　の決定は，需要予測や予想価格の形成，それにと

　もなう投資計画の規模，資金調達力などに．依存し，
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個別資本の死活を制する意志決定である。ここで

は将来の予想形成もふくめて多くの要因に依存す

るD‘の運動を特定の投資関数という形で定式化

することを避け，好況期を対象として次のように

考えておこう。すなわち，第1に，蓄積需要は変

動をともないながらも，（3）の意味における超過

需要の構造をもたらす投資計画をともなう水準に

あり，第2に，その水準は生産財価格を上昇させ

るにたる変化率で上昇する。この第2点は蓄積需

要が絶対額で増加するだけでなく，好況期の特徴

である生産財価格の上昇をもたらすにたる増大を

続けることを要求している。今期の余剰生産手段

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハをが，蓄積需要の合計をがとして（5）よりP1
　ム　　　　　ノへ

＞D－E＞0だから，蓄積需要の増大率は余剰生

産手段の変化率より大であるとしている。ガ
＝瓦‘（αi－1－1／9りの変化率かをもとめ，φ＝左1

　ハ　　　　　　ハ
ー2ζ2，．亀＝傷一1＝佛および（9）を考慮して；次の

ようになる。

　　　　　　ガ〉珍＝α、με・9、L1　　（21）

　以上のωと1）δの運動が変動をともないながら

も好況期に基本的に貫ぬかれる傾向であると想定

して好況期の資本蓄積の動態を捉えてみよう。

　3・2　好況前期

　ここでは，好況前期を貨幣賃金率一定および蓄

積需要の増大に関する条件（21）で特徴づけて，好

況前期の資本蓄積の動態を前節のモデルを基礎に

考察するが，表現の簡略化のために連続分析でし

めすことにする。’すなわちたとえば，ωの変化率

はの＝（dω／4舌）／ωである。

　好況前期ではの＝0，ガ〉珍である。これらは，．

D8の構成〆＝D、‘／．z）2露にかかわらず．P1を上昇さ

　　　　　　ハせる。まず，P、＞0の実現利潤率への影響を調べ

ておこう。実現利潤率の定義は（12）であるが，す

でにみたように我々の体系ではωヲP2‘は（7）’より

孟時点の生産編成により与えられている。それゆ

え（12）に（7）’を代入すると，

　　　　　　　仁：：：多を．：：：：：：

である。これらの変化率をとって（22・1）を考慮し

躍
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て整理すると次のよ’うになる。

　　　　　｛1：＝瓢ヂ）

経　　済　　研　　究

（23・1）

（23・2）

（23・1）におけるαエは（22・1）より瓦の上限又は最

大可能値であるからα1＞E1‘である。好況前期で

はめ＝0であるから，．P1の上昇は瓦を上昇させ

る。しかし，E2の運動は，（23・2）にしめされるよ

うに，ゑ＞0だけでなく，部門構成の変化にも依

存している。

　9の変化は，その定義よりσノの運動に規定さ

れ，（卸は（11）よりがの構成〆に依存している。

すなわち，

　　　　　〆拳1→σ、筆σ、‘→φ葦0　（24）

次に，P2およびω／P2の変化率を（7）からもとめ

ると

　　　　　ハ　　　　　　　　　　　ノへ　　　　　P2＝（i）十（2’β1（2‘／（βエ9‘十β2）　　　　（25）

　　　　・（ωP2）一一卿（角㈱（26）

　これらの諸関係を中心に，好況前期の資本蓄積

の動態を描くと次のようになる。

　（21）に特徴づけられる好況前期の蓄積需要の増

大がいったんはじまると，それがどの生産部門を

中心におころうと．Pユを上昇させ，また（23・1）お

よびの＝0より瓦，を上昇させる。それに対しE2

の変化は1）1の運動だけでなく，部門構成の変化

にも依存している。いまかりに蓄積需要の回復・

増大がH部門を中心におこなわれる事態をとり

あげてみよう。この揚合，〆＜1だがら経済は，

H部門が1部門より急速に拡大し部門構成を低
　　　　　　　　　　　　ハ下させていくことになり，9〈0である。このと
　　　　　　　　　　ゑ　　　　　　　　　　ハきE2は，（23・2）カ〉ら，　P1＞0，（2＜0，め＝0だから

鳥く0となり，低下していく。1部門では需要の

増大にともなう．P1とE1の上昇が生じているの

に対し，H部門はこうした拡大が続けば．P2とE2

は低下せざるをえない。そめ結果，1部門の蓄積

需要は，生産財需要の拡大とE1の上昇をみこん

で増大しはじめ，H部門の蓄積需要はいずれその

増大を抑制していくことになる。こうして，（21）

で特徴づけられる蓄積需要の増大が続くならば，

その構成を1部門中心のものにいずれ転換させ

Vo1．34　No．2

．ていくことになる6同様に，蓄積需要の増大・回

復が〆＝1の構成のもとでおこなわれたとしても，

1部門中心の蓄積需要の増大にいずれ転換してい

く。それゆえ，どの生産部門で蓄積需要の回復・

増大がはじまろうとも，好況前期の蓄積需要の増’

大は，その構成を1部門中心のものとし，〆＞1

をその基本的傾向にしているといえる。

　〆＞1なる蓄積需要の増大は，（24）にしめされ

るように，1部門が■部門に比して不均等に拡

大していく過程であり，σ18＞σ2‘それゆえφ＞0

をもたらす。職は，この過程にはいってはじめ

て瓦とともに上昇する可能性をうる。（23・2）よ

りE2の運動はφと為に規定される。φは蓄積

需要の構成〆の変化に依存し，ゑは蓄積需要の

規模の変化に依存しているふら，φ〉為をもたら

す蓄積需要の増大とその構成の変化を考えること

は十分できる。こうした蓄積需要の増大が続けば，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　み（25），（26）も考慮して，市揚価格の上昇（P1＞0，P2

＞0），実現利潤率の上昇（鳥＞0，鳥＞0），「実質賃

金率の低下（ω／．P2〈0）をともなう1部門の不均等

な拡大がすすむ（σエ8〉（霧，φ＞0）。もちろん，鳥

＜0となってもE2＞0でありうるからE2は連続．

的に上昇するとは限らないが，瓦の上昇だけで

なくE2の上昇をともないうる資本蓄積の動態と

構造を好況前期の基本的構造と考えることができ

る。

　瓦の運動に注目すると，瓦は連続的に土嘉す

るが，その上昇は鈍化傾向を内在している。瓦

の変化ほ，倉だけでなくそれがその時点で到達し

ている水準にも影響をうける。このことは（23・1）

にしめされているように，為にかかる項（α1／E1‘

一1）が，丑18が大きくなるほど小になることにょ

っ℃しめされる。たとえば，君が一定であれば，

E18が高い水準にあればあるほどR1の上昇率は

鈍化する。好況前期において1～1は一定ではない

が，R1‘が高い水準に到達しているほど，一定の

爺1を達成するために増々大きい．P1の上昇を必要

とするという意味で，瓦の上昇の内在的鈍化傾

向ということができよう。

　3・3　好況後期
　好況前期の資本蓄積は経済全体の拡大であると

6
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同時に1部門の不均等発展の過程である。こう

した資本蓄積の進展は，失業率の低下や労働生産

性の低†をもたらし貨幣賃金率を上昇させること

になる。ここではの＞0となる時点以後を好況後

期ということにする。

　貨幣賃金率の上昇はたとえそれがゆるやかなも

のであっても，E1に不利に斑に有利に作用する。

好況前期をとおしてR1は上昇しつづけ，その内

在的鈍化傾向は潜在的に強くなっている。ωの上

昇がゑ〉のの範囲にあり，まだ亙＞bだとして

も，の＞Olまその潜在的に作用するR、上昇の鈍化

傾向を補強し，E2は∂＞0月分だけその上昇率を

　　　　　　　　　　たかめる。他方，実質賃金率は（7）’にしめされる

ようにその時点の部門構成により規定されている

から，貨幣賃金率の上昇はそのまま一P2の上昇に

吸収されてしまう。すなわち（25）にしめされるよ

うに，の＞0はその分だけ為を大きくするだけで

ある。P1＞ののときにはまだ，瓦は上昇してい

るから，1部門の不均等な拡大が続くかもしれな

い。しかし1部門の不均等な拡大は更に貨幣賃

金率を上昇させ，R1の上昇の内在的鈍化傾向を

つよめる。その結果，・いずれ∬部門の実現利潤

率の上昇に誘発されたH部門中心の蓄積需要の

増大（〆〈1）に転換される時期がくることになる。

1部門の不均等な拡大のもとで貨幣賃金率の上

昇が戸、＜のの段階にはいれば，（23・1），（23・2）よ

り菰＜0，箆2＞0となり確実にR1は低下しE2は

上昇する。こうした進展はいずれH部門中心の

蓄積需要の増大（〆＜1）への転換を’呼びおこすこ

とになる。こうして好況後期のある段階で1部

門の不均等な拡大からH部門の不均等な拡大に

移り，部門構成は低下し，こg）ときにはじめて

（26）から実質賃金率は上昇する。吏に，∬部門が

1部門より急速に成長しつつ経済が拡大してい

けばゑくめの展開と¢＜0がすすむ。この部門構

成の低下は（17）又は第2図にしめされるように，

実現利潤率の達成可能な範囲自体を狭いものとし

ていく。それでも（23・2）から。鳶2＝＠一二十φ＞0

であるかぎりE2は上昇しうるが，ゑくのにとも．

なう高く0とE1の連続的低下は9），1部門の蓄

積需要の停止を資本家として決意させるに十分で
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　あろう。

　　我々は蓄積需要の増大を（21）の意味で前提して

　きた。それゆえ1部門の蓄積需要をゼロしたが

　って一がro2‘として議論を続けることもできるが，

　そうした事態はあまりにも（21）に固執した議論と

　なろう。我々は，好況後期に1部門の不均等発
　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ

　展から瓦く6の深化と瓦の低下にともなうH

　部門の不均等発展への転換があると描き出したが，

　すでにE1の構造的低下のもとでH部門の不均

　等な拡大に転換する以前に1部門蓄積需要の大

　巾な減退と過剰生産の顕在化があらわれる可能性

　を否定しない。また，こうしたH部門の不均等

　な拡大が生じても，それは長期間にわたって継続

　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　するとは考えていない。好況後期のP1＜のは瓦

　を低下させるが，瓦の低下はすでに我々のモデ

　ルの外生変数である瓦の（21）の意味での増大を

　前提に議論を続けることを不可能にしている。し

　かし，好況後期の瓦の低下傾向が1部門の蓄積

　需要の大巾な減退や停止にむすびつけば，それは

　生産財市場の超過需要状態を崩壊させ過剰生産を

　顕在化させる可能性をもつことをしめしていると

　いえるだろう。こうした事態の解明は超過需要の

　もとで形成される市揚価格に関する方程式を中心

　とした我々のモデルの考察範囲をこえている。

　　　　　　　　4．小　　　括

　　以上我々は市場価格方程式（5），（7）を中心に，

　好況期の貨幣賃金率と蓄積需要の増大を前提にし

　て好況期の資本蓄積の動態を考察してきた。それ

　らを簡潔に整理しておこう。

’　好況前期の資本蓄積は，第1に，1部門の不均

　等な拡大を基本的傾向としており，第2に，その

　もとではじめて両部門の実現利潤率の上昇があり

　うる。第3に，この過程では1部門実現利潤率

　の上昇は（23・1）の意味で鈍化傾向を内在的にもつ

　　9）種瀬［10］はMitche11［11コなどの景気循環の
亀　統計的研究を理論的に整理し，好況期の価格・費用・

　利潤率などの典型的運動をまとめている。そのなかで

攣習弊鑑醐慰四聖誓願轟
　半の段階で非常に多くなる」（同，P・392）ことを指摘し

　ている。
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ている。

　こうした資本蓄積の進展は貨幣賃金率を上昇さ

せるが，』 ｱの時点以後（好況後期）の資本蓄積にお

いては，第1に，貨幣賃金率の上昇はその時点の

実質賃金率を上昇させることにはならず，層価格関

係を通しそ1部門実現利潤率に不利に∬部門実

現利潤率に有利に作用する。第2に，好況後期に

はいって1部門の不均等な拡大が続けば貨幣賃

金率を更に上昇させ，いずれ1部門実現利潤率

め低下をひきおこす。

’実現利潤率の低下がどのように過剰生産を顕在

化さぜるのかという問題は，．蓄積需要の増大を

（21）の意味において前提にする我々の老察範囲の

外の問題である。

　蟻後に我々の考察の限界についてのべておけば，

何よりも，貨幣賃金率の決定機構と資本1家の蓄積

需要の意志決定についてほとんどふれることがで

きなかった点にある。貨幣賃金率の問題は労働市

揚をもふくめた考察を要求し，蓄積需要を投資資

金の調達力との関連で捉えれば信用論研究の一大

体系を要求する。また，蓄積需要の決定が個別資

本家のアニマル曳スピリットの問題であるにして

・も，この蓄積需要の意志決定の問題も避けて通る

わけにはいかない。これらは今後の課題として残

されている。　　1

　　　　　　　　　　　　　　（静岡大学人文学部）
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